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別紙３  

東みよし町の給与・定員管理等について  

１ 総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 

     (19年度末) 

 歳 出 額 

        Ａ 

実質収支 人 件 費 

      Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

18年度の人件費率 

年度 

１９ 

              人 

16,083 

      千円 

7,515,053 

    千円 

192,724 

千円 

1,728,209 

      ％ 

   23.0 

              ％ 

       22.5 

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 区 分 職員数 

Ａ 給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当     計 Ｂ 

一人当たり 

給与費 B / A  

( 参 考 ) 町 村 平 均       

一 人 当 た り 給 与 費       

年度 

１９ 

人 

 １９２ 

千円 

7 8 8 , 3 1 2  

千円 

7 1 , 4 7 6  

千円 

3 4 3 , 1 3 8  

千円 

1 , 2 0 2 , 9 2 6  

千円 

6 , 2 6 5  

 
        千円 

6 , 0 5 8  

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

 ２ 職員数は、１９年４月１日現在の人数である。 

 

 (3) 特記事項 

         平成１８年３月１日町村合併(旧三好町・旧三加茂町)により、東みよし町となる。 

         平成１９年度から給与抑制措置 町長:10％ 副町長・教育長:５％ 一般職:３％カット及び    

管理職手当:20％カット実施 

 

 

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 

       給与水準を示す指数である。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 

    単純平均したものである。 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在） 

①一般行政職                                                                           

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

東みよし町 44.9歳 333,400円 367,267円 355,946円 

徳島県 43.8歳 329,373円 395,943円 358,452円 

国 41.1歳 325,113円      ― 387,506円 

 

類似団体 43.4歳 328,662円 374,121円 358,143円 

                                                                                            

  

②技能労務職  

    

公 務 員 民  間 参考 

区分 平均 

年齢 

職員

数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額(Ａ) 

平均給与 

月額 

(国ベース ) 

対応する 

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

平均給与

月額(Ｂ) 
Ａ／Ｂ 

東みよし町 51.1 17 300,945 317,816 317,816 － － － － 

 うち 

学校給食員 
50.9 12 281,696 297,679 297,679 調理士 45.5 222,000 1.34 

 うち  

清掃作業員 52.2 5 347,143 366,144 366,144 

廃棄物 

処理業 

従業員 

43.6 299,700 1.22 

徳島県 44.9 276 305,060 343,841 324,757 － － － － 

国 48.9 4784 284,679 － 320,623 － － － － 

類似団体      － － － － 

                                                                        

参  考 

年収ベース(試算値)の比較 区  分 

公務員(Ｃ) 民間(Ｄ) Ｃ／Ｄ 

東みよし町 － － － 

 うち学校給食員 4,959,048 3,034,800 １．６３ 

 うち清掃作業員 6,214,428 4,170,000 １．４９ 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成 17～19 年

の３ヶ年平均) 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一

致しているものではない。 

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当て、民間においては前年に支給された年間賞与の

額を加えた試算値である。 

 

③教育職                                                                                

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 

東みよし町 47.1歳 359,900円 368,702円 

徳島県 46.3歳 376,456円 421,694円 

類似団体 42.6歳 317,949円 337,927円 
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  （注）１ 「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均            

である。 

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時      

間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査      

において明らかにされているものである。 

        また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手      

当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベー      

スで再計算したものである。 

 

 (2) 職員の初任給の状況（２０年４月１日現在） 

区    分 東みよし町 徳島県 国 

大 学 卒 １７２，２００円  １７８，８００円 １７２，２００円  
一般行政職 

高 校 卒 １４０，１００円  １４４，５００円 １４０，１００円  

高 校 卒 １４０，１００円  １４１，９００円             －  
技能労務職 

中 学 卒 －  １３３，１００円             －  

大 学 卒 １７２，２００円  １９９，７００円             －  
教 育 職 

高 校 卒 １４０，１００円  １５４，９００円             －  

  

  

  

  

  

  

  

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在） 

    区    分 経験年数7年以上 

10年未満 

経験年数１０年以上 

１５年未満 

経験年数１５年以上

２０年未満 

大 学 卒    ２３２，７００円    ２５８，０００円    ３０７，７００円 
一般行政職 

高 校 卒    １９４，０００円    ２２７，３００円     ２８７，２００円 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

 

１ 級 

 

 主事の職務 

         人 

     ３ 

        ％ 

   2 . 6  

 

２ 級 

 

 相当高度の知識又は経験を有する主事の職務 

         人 

   １３ 

        ％ 

   1 1 . 3  

 

３ 級 

 

 係長の職務 

         人 

   １７ 

        ％ 

   1 4 . 8  

 

４ 級 

 

 主査の職務 

         人 

   ２０ 

        ％ 

   1 7 . 4  

 

５ 級 

 

 課長補佐の職務 

         人 

   ２４ 

        ％ 

   2 0 . 9  

 

６ 級 

 

参事・課長・主幹等の職務 

         人 

   ３８ 

        ％ 

   3 3 . 0  

 

 

 

 

 

     

   

    

    

   

    

    

   

（注）１ 東みよし町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。         

（注） 平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び    

５級をそれぞれ統合） 
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況 

 勤務成績は反映していない。   

 

４ 職員の手当の状況  

 ( 1 )  期末手当・勤勉手当 

東みよし町 徳島県 国 

１ 人 当 た り 平 均 支 給 額 ( 1 9年 度 )  

１，７８２千円 

１ 人 当 た り 平 均 支 給 額 ( 1 9年 度 )  

１，８８６千円 

－ 

（１９年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  3 . 0月分     1 . 5月分 

 (1.6)月分    (0.75)月分 

（１９年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

  3.0月分     1.5月分 

 (1.6)月分    (0.75)月分   

（１９年度支給割合）         

期末手当      勤勉手当 

  3.0月分     1.5月分 

 (1.6)月分    (0.75)月分   

  

 

 

  

 

 

  

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

役職加算 ５～１５％ 

 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 役職加算 ５～２０％ 

 管理職加算 ２３～２５％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

役職加算 ５～２０％ 

管理職加算 １０～２５％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

  【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 

   勤務成績は反映していない。 

 

 

 

 

  

１級
2.6%

１級
2.3%

２級
11.3%

２級
9.3%

３級
14.8%

３級
16.3%

４級
17.4%

４級
14.7%

５級
20.9% ５級

19.4%

６級
33.0%

６級
38.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成20年の構成比 １年前の構成比

(例）



- 5 - 

(2) 退職手当（２０年４月１日現在）                                             

東みよし町 国  

 

 

 

 

 

 

 

  

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年            23.5月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年            33.5月分  41.34月分 

勤 続 3 5 年            47.5月分  59.28月分 

最高限度額        59.28月分 59.28月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置(2%～20%加算) 

(退職時特別昇給 勧奨退職時のみ１３月前

に８号給退職月に４号給特別昇給 但し、平

成２１年１月１日から廃止) 

1人当たり平均支給額    千円21, 0 5 1千円 

（支給率）      自己都合  勧奨・定年

勤 続 2 0 年           23.5月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年            33.5月分   41.34月分 

勤 続 3 5 年            47.5月分   59.28月分 

最高限度額        59.28月分  59.28月分 

その他の加算措置                       

定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)   

               

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額である  

(3) 地域手当    ( 該当なし) 

   （平成２０年４月１日現在） 

支 給 実 績（19年度決算）         千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）                 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率

） 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

           ％             人            ％ 

 

 

                  

                  

   （２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

            ％          ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

            ％            ％ 

                  

                  

 （注）国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度 

   から支給率を段階的に引き上げることとしている。 

 (4) 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 

支給実績（１９年度決算）                              ２８千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）                          ４，６６７円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）                             ３．１％ 

手当の種類（手当数）                                  ３ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

感染症防疫作業手当 感染症防疫作業に従事し

た職員 

感染症患者等の救護、感

染症菌付着物の処理等 

 日額１，０００円 

死体収容作業手当 行旅死亡人の収容・埋火

葬作業に従事した職員 

行旅死亡人の収容・埋火

葬 

 １回５，０００円 

死獣処理手当 死獣の処理作業に従事し

た職員 

死獣の処理  １回１，０００円 
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 (5) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）               １６，３７８千円 

 職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）                ８５千円 

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）               １９，７４９千円 

 職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）                １５２千円 

 

 (6) その他の手当（平成２０年４月１日現在） 

  

手 当 名 

 

内容及び支給単価 

国の制度
 

との異同
 
国の制度と

 

異なる内容
 
 支給実績 

(19年度 

  決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（１９年度決算） 

 

扶 養 手 当      

扶養親族のある職員に対して支

給する。配偶者13,000円 

子・孫・父母・祖父母等１人当

たり6,500円～16,000円 

 

 

   同 

 千円 

 

21,653 

円 

 

193,565 

 

住 居 手 当      

自ら居住するための住宅を借り

受け、現に当該住宅に居住し、

月額12,000円を超える家賃を支

払っている職員(限度額27,000

円) 持ち家 月額3,500円 

 

 

異 

持ち家 

2,500円 

(新築又は

購入から

５年間) 

千円 

 

6,755 

円 

 

75,911 

 

通 勤 手 当      

通勤のため交通機関又は優良の

道路を利用してその運賃又は料

金を負担することを常例とする

職員 支給限度額月額50,000円 

通勤のため自動車その他の交通

の用具で規則を定めるものを使

用することを常例とする職員 

片道の使用距離に応じ、 

月額2,000円～20,900円 

    

 

 

 

同 

 千円 

 

 

 

5,877 

 

円 

 

 

 

40,621 

 管理職手当 管理又は監督の地位にある職員

に対して支給されるもの  

(48,000円～12,800円) 

 

同 
 千円 

14,752 

円 

234,159 

休日勤務手当 祝日法による休日等及び年末年

始の休日等において、正規の勤

務時間中に勤務することを命ぜ

られた職員に１時間当たりの給

与額に100分の125～100分の150

までの範囲内で割合を乗じた額 

 

 

同 

 

 

 

 

 

     千円 

 

0 

円 

 

0 

宿日直手当 宿日直勤務を命じられた職員 

勤務１回につき4,200円 

 

同 
      千円 

3,093 

円 

23,795 

単身赴任手当 官署を異にする異動又は在勤す

る官署の移転に伴い、住居を移

転し同居していた配偶者と別居

することとなった職員で通勤距

離等を考慮して困難であると認

められ、単身で生活することを

常況とする職員月額23,000円 

 

 

 

同 

  

 

 

0 

 

 

 

0 
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夜間勤務手当 

 

正規の勤務時間として午後１０

時から翌日の午前５時までの間

に勤務することを命ぜられた職

員 勤務１時間につき勤務１時 

間当たりの給与額の100分の25 

 

 

同 

  

 

        0 

 

 

                0 

 

管理職員特別

勤務手当 

 

管理職手当の支給を受ける職員

が、臨時又は緊急の必要等によ

り週休日に勤務した場合 

8,000円～4,000円 

 

 

同 

  

 

        0 

 

 

                0 

 

 

 

 

 ５ 特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）  
 

区     分 給 料 月 額 等                     

（参考）類似団体における最高／最低額  

給 

 

料 

  

市 区 町 村 長 

 

副 市 町 村 長 

 

６６８，７００円 

（７４３，０００円） 

５６５，２５０円 

（５９５，０００円） 

860,000円／531,200円 

 

715,000円／448,000円 

 報 

 

 酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

２７７，０００円 

２３３，０００円 

１９５，０００円 

400,000円／218,000円 

370,000円／174,000円 

35 0 , 0 0 0円／15 6 , 0 0 0円 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

       （平成２０年度支給割合） 

              ３．３５ 月分 

期 

末 

手 

当 

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （平成２０年度支給割合） 

              ３．３５ 月分 

 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

 （算定方式）        （１期の手当額）       （支給時期） 

給与月額×在職月数×0.435         15,513,840円            任期満了 

給与月額×在職月数×0.2575         7,354,200円            任期満了     

退 

職 

手 

当 備   考  
  (注)１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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６ 職員数の状況  

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 
                                                         （各年４月１日現在） 

 職  員  数          区 分 

部 門 平成19年 平成20年 

対前年 

増減数 

   

主 な 増 減 理 由            

議会 

総務 

税務 

農林水産 

商工 

土木 

民生 

衛生 

２ 

３６ 

１１ 

２２ 

６ 

１０ 

４６ 

１８ 

２ 

４５ 

１１ 

１３ 

５ 

７ 

４３ 

１８ 

０ 

９ 

０ 

▲９ 

▲１ 

▲３ 

▲３ 

０ 

 

農林水産部門から総務部門への移動及び異動による増 

 

課の統廃合及び農林水産部門から総務部門への移動 

業務縮小 

事務の統廃合縮小 

退職者不補充 

 

 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

計 １５１ １４４ ▲７ ＜参考＞   人口１万人当たり職員数89.54人 

（類似団体の人口１万人当たりの職員数67.55人） 

教育部門 ４２ ３７ ▲５ 退職者不補充 

消防部門     

 

普 

 

通 

 

会 

 

計 

 

部 

 

門 

  小   計 １９３ １８１ ▲１２ ＜参考＞   人口１万人当たり職員数112.54人  

      （ 類 似 団 体 の 人 口 １ 万 人 当 た り の 職 員 数 8 8 . 4 2人） 

 水道 

下水道 

その他 

      ６ 

      ３ 

  ５ 

      ６ 

      ３ 

     ９ 

    ０ 

    ０ 

   ４ 

 

 

介護保険・後期高齢者医療事業の業務増 

公営 

企業

会計 

等 

部門 
  小   計     １４     １８     ４ 

      

 

合  計   ２０７ 

[21 8 ] 

  １９９ 

[21 8 ] 

  ▲８ 

[－] 

＜参考＞                          

   人口１万人当たり職員数 123 . 7 3人 
 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

 (2) 年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60 

               歳 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳 

               未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以 

構成比

0

5

10

15

20

25

構成比

%
（例）
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               満                               上 

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

 

職員数 

人 

０ 

人 

１ 

人 

１０ 

人 

９ 

人 

１５ 

人 

１７ 

人 

１４ 

人 

２５ 

人 

３３ 

人 

３６ 

人 

３９ 

人 

０ 

人 

１９９ 

 

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況 

  ① 平成１８年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標     

平成18年４月１日

   職員数 

平成22年４月１日

   職員数 

純減数 純減率 

               人 

      ２１８ 

               人 

１８８ 

               人 

３０ 

               ％ 

１３．８ 

   

   

   

   

                                                                                                                                                             

    （参考）東みよし町行財政改革推進プランにおける定員管理の数値目標（数・率）       

             計画期間 

始 期
 

終 期
 

 

数値目標 

   

   

    

平成18年4月1日
 

平成22年4月1日
 １８８人

 

                     

                     

                     

                     

                     

                                                                                

  ② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                                                     （各年４月１日現在） 

            区 分 

部 門 

１７年 

合併前 

１８年 

計画始期 

１９年 

１年目 

２０年 

２年目 
 17年～20年 

計 

 (参考) 

 数値目標 

 職員数  １６４ １５９ １５１ １４４       －  
一般行政 

 増 減  －  ▲８  ▲７  ▲１５(－％)  

 職員数   ４４    ４３  ４２    ３７       －       
教  育 

 増 減  －  ▲１    ▲５  ▲６(－％)  

 職員数    －      －    －      －        －       
消  防 

 増 減     －    －      －   －  (－％)  

 職員数   １９    １６ １４ １８       －       公営企業 

等 会 計  増 減  － ▲２ ４  ２ (－％)  

 職員数 ２２７ ２１８ ２０７ １９９       － １８８   計 

 増 減  － ▲１１ ▲８  ▲19(63.3％)  ▲３０ 

  （注）１ 計画期間は、１８年～２２年の４年間である。 

         ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画 1 年目以      

降現年までの職員増減数の累計を示す。 
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７ 公営企業職員の状況  

 (1) 水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 総費用 

 

    Ａ 

純損益又は実

質収支 

職員給与費 

  

      Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

 (参考)平成18年度の

総費用に占める職員

給与費比率 

年度 

 １９ 

  千円 

153,556 

        千円 

▲9,062 

     千円 

45,257 

           ％ 

２９．５ 

                ％ 

２７．７ 

 

給     与     費 区 分 職員数 

     

Ａ 

給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当     計Ｂ

  

 一人当たり 

 給与費 B /

A  

(参考 )市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      

年度 

  １９ 

     人 

５ 

    千円 

2 2 , 3 9 5  

    千円 

2 , 4 5 6  

    千円 

9 , 9 9 7  

    千円 

3 4 , 8 4 8  

       千円 

6 , 9 7 0  

 

       千円 

6 , 8 7 4  

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、平成１９年３月３１日現在の人数である。 

     イ  特記事項 

          平成１８年３月１日町村合併(旧三好町・旧三加茂町)により、東みよし町となる。 

         平成１９年度から給与抑制措置 一般職:３％カット及び管理職手当:20％カット 

   ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

東みよし町  ５１．６歳 396,900円  598,590円 

団 体 平 均  ４５．５歳 374,552円 571,242円 

事 業 者     －   歳        －   円 

        

   （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

   ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

東みよし町 市町村 （一般行政職・団体平均等） 

１人当たり平均支給額（平成１９年度） ２

，０００千円 

１人当たり平均支給額（平成１９年度） １

，７９２千円 

（平成１９年度支給割合） 

       期末手当      勤勉手当 

      ３．０月分    １．５月分 

      (１．６)月分  (０．７５)月分 

（平成１９年度支給割合）                

         期末手当      勤勉手当 

          ３．０月分    １．５月分 

        (１．６)月分 (０．７５)月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 ５～２０％ 

管理職加算 １０～２５％ 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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イ 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

       東 み よ し 町                   市町村 （一般行政職・団体平均等） 

 （支給率）       自己都合  勧奨・定年 

 勤 続 2 0 年            23.5月分  30.55月分 

 勤 続 2 5 年            33.5月分   41.34月分 

 勤 続 3 5 年            47.5月分   59.28月分

  最高限度額        59.28月分  59.28月分 

 その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置(2%～20%加算) 

(退職時特別昇給 勧奨退職時のみ１３月前

に８号給退職月に４号給特別昇給 但し、平

成２１年１月１日から廃止) 

 1人当たり平均支給額  － 千円     －  千円 

 （支給率）       自己都合  勧奨・定年 

 勤 続 2 0 年            23.5月分  30.55月分 

 勤 続 2 5 年            33.5月分   41.34月分

 勤 続 3 5 年            47.5月分   59.28月分 

 最高限度額        59.28月分  59.28月分

 その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置(2%～20%加算) 

1人当たり平均支給額       16,498千円 

       （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額            

である。 

 

     ウ 地域手当          (該当なし) 

        （平成２０年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成１９年度決算）              千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）                      円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

           ％             人                ％ 

           ％             人                   ％ 

 

 

 

 

 

            ％             人                   ％ 

 

 

                

  

                

  

      （２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率） 

            ％                 ％ 

            ％                   ％ 

            ％                   ％ 

            ％                   ％ 

            ％                   ％ 

                  

                  

    （注）国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度から 

      支給率を段階的に引き上げることとしている。 

  

    エ 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）        (該当なし) 

支給実績（○年度決算）                                 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（○年度決算）                                  円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（○年度）                                   ％ 

手当の種類（手当数）  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

○○手当    日額○○円 

○○手当    １件当たり○○円 
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オ 時間外勤務手当                                                          

支 給 実績（平成１９年度決算）               ３６０千円 

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）                － 千円 

支 給実績（平成１８年度決算）                            ３９８千円 

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）                              －  千円 

       （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

     カ その他の手当（平成２０年４月１日現在）                                         

 

手当名 

 

内容及び支給単価 

一般行政職

の制度との

異同 

一般行政職の

制度と異なる

内容 

支給実績
 

（19年度決算）
 
支給職員1人当た

り平均支給年額 

（19年度決算） 

扶 養 手 当      普通会計職員と同じ 同  1,068千円    213,600円 

住 居 手 当      普通会計職員と同じ 同  126千円     42,000円 

通 勤 手 当      普通会計職員と同じ 同  221千円     44,160円 

管理職手当 普通会計職員と同じ 同  682千円    227,200円 

休日勤務手当 普通会計職員と同じ 同  － 千円      －   円 

      

      

      

      

      

   

宿日直手当 普通会計職員と同じ 同  － 千円      －   円 

 

 

    ④ 定員管理の数値目標及び進捗状況 

   ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標       

         ６(３)で総枠目標を立てている。                                   

                                                                                    

                                                                                    

     イ  定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要                                     

６(３)②を参照                                                              

 


